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茂木金融担当大臣（当時）の米国出張について 

【国際関連】 

 

 
茂木金融担当大臣（当時）は、8 月 27 日から 4 日間の日程で米国に出張しました。当地ではバーナン

キ連邦準備制度理事会（FRB）議長、コックス証券取引委員会（SEC）委員長、ガイトナー・ニューヨー

ク連邦準備銀行総裁、ストロス＝カーン国際通貨基金（IMF）専務理事等と面談を行いました。 

一連の面談では、米国のサブプライム・ローン問題をきっかけとしたグローバルな金融の混乱が新たな

局面を迎える中で、両国金融当局の協力関係が重要であるとの共通認識に至りました。また、日本の金

融・資本市場の国際競争力を強化する観点から、幅広く意見交換を行ってきました。 

当庁としては、こうしたハイレベルでの率直な意見交換の機会を通じ、今後も海外当局との連携を強化

するとともに、市場競争力強化の取組みを推進していきたいと考えています。 

 

 
ストロス＝カーン国際通貨基金(IMF)専務理事との面談 

 
バーナンキ連邦準備制度理事会(FRB)議長との面談 
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中小企業金融の円滑化に向けた今後の対応について 

【トピックス】 
 

 

 

 

１．はじめに 

  金融庁では、中小企業の業況が厳しい状況にあり、適切かつ積極的な金融仲介機能の発揮が求められ

ている状況の下、平成20年8月29日にとりまとめられた「安心実現のための緊急総合対策」に則り、

9月2日、「中小企業金融の円滑化に向けた今後の対応について」を公表しました。 

 

２．基本的考え方 

我が国の景気は現状弱含んでおり、原油価格の動向等によってはさらに下振れするリスクが存在して

います。中小企業の業況は厳しい状況にあり、適切かつ積極的な金融仲介機能の発揮が求められていま

す。 

こうした状況の下、民間金融機関は、借り手企業の経営実態や特性に応じたリスクテイクとリスク管

理をきめ細かく行い、中小企業に対する円滑な資金供給の確保と自らの財務の健全性の維持とが、好循

環をもって実現していく状況を目指していくことが重要です。 

地域金融機関は、特に地域密着型金融の一層の推進等を通じて、地域における適切かつ積極的な金融

仲介機能を発揮することが求められます。また主要行も、借り手企業の経営実態や特性を踏まえたきめ

細かい融資判断を行い、それを顧客に対して十分に説明することが必要です。 

 

３．具体的取組み 

  金融庁としては、以下の3項目に沿って、中小企業金融の円滑化に取り組んでいきます。 

(1) きめ細かな実態把握と中小企業金融の円滑化に向けた監視の強化 

・商工会議所等へのアンケート調査を定期的に実施する。 

・地域の中小企業・金融機関等からの情報収集に努める。 

・中小企業金融の実態の監視を強化するため、「金融円滑化ホットライン」(電話番号：03‐5251‐

7755)の一層の周知を図る。 

・関係省庁・機関との情報交換・連携を強化する。 

 

(2) 金融機関等への働きかけ 

・「安心実現のための緊急総合対策」を受け、主要行を含めた金融機関に対し、中小・零細企業に対

する金融の円滑化を要請する文書を速やかに発出する。 

・地域密着型金融の取組みを一層積極的に推進する(取組み事例集の作成・公表、シンポジウムの開

催、優秀事例の顕彰等)。 

・主要行に対しても、借り手企業の経営実態や特性を踏まえたきめ細かい融資判断を行い、それを顧

客に対して十分に説明することを促す。 

・民間金融機関に対して、信用保証協会等と連携して中小企業に対する円滑な資金供給に努めるよう

促す。 

 

(3) 実態を踏まえた適切な検査・監督行政の推進 

・今後の検査運営は、以下の方針に基づいて行うこととし、すべての検査官、金融機関、中小企業経

営者等に徹底した周知・実践を図る。 

➢ 中小企業の実態を踏まえた円滑かつ積極的な金融仲介機能が発揮できる態勢が構築されているか

を重点的に検証する。 

➢ 金融検査を質的に向上させ、重要な問題に焦点をあてた、金融機関の自主的な経営改善につなが

る「納得感」の高い検査を行う。 

➢ 金融機関の規模・特性等に配慮し、検査負担の軽減を図る。 

➢ 中小企業の特性を十分踏まえた評価を金融機関に促す金融検査マニュアル別冊(中小企業融資編)

http://www5.cao.go.jp/keizai1/mitoshi-taisaku.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/ginkou/20080902-3.html
http://www.fsa.go.jp/receipt/e_hotline.html


- 5 - 
 

平成20事務年度主要行等向け監督方針について 

の趣旨の周知・広報を徹底する。 

・中小企業への融資対応状況等について金融機関からのトップヒアリング等により確認する。その際、

金融機関において、借り手企業の経営実態や特性を十分に踏まえ、実情に応じたきめ細かな融資判断

を行い、それを顧客に対して十分に説明するよう、適切な対応を促していく。 

・中小企業の自己資本充実策や事業再生を支援するための制度的枠組みの整備を行う。 

 

※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「報道発表資料」から『中小企業金融の円滑化に向けた今後の対応

について』（平成20年9月2日）にアクセスしてください。 

 

 

 

 

    平成20事務年度中小 地域金融機関向け監督方針について 

平成20事務年度保険会社等向け監督方針について 

平成20事務年度金融商品取引業者等向け監督方針について 

 

金融庁では、主要行等、中小・地域金融機関、保険会社等、金融商品取引業者等の監督を行うにあたっ

て、各事務年度の監督上の重点事項を明確化するため、年度当初に監督方針を策定・公表しています。 

本事務年度は、9 月 5 日に「平成 20 事務年度主要行等向け監督方針」「平成 20 事務年度中小・地域金

融機関向け監督方針」「平成20事務年度保険会社等向け監督方針」｢平成20事務年度金融商品取引業者等

向け監督方針」を策定・公表し、監督にあたって重点を置くべき分野等を示しました。 

以下では、その概要を説明します。 

 

１．はじめに  

平成 20 事務年度監督方針の策定時点においては、サブプライム・ローン問題を契機とするグローバ

ルな金融市場における緊張が続く中、景気は弱含んでおり、原油価格の動向等によってはさらに下振れ

するリスクが存在しています。 

こうした環境において、 

① 主要行等は、金融の円滑化をはじめとした金融機能の十全な発揮に努め、預金者・借り手などの利

用者の安心と利便の向上に寄与することが一層期待されます。金融機能の十全な発揮のためには、同

時に主要行等が財務上の健全性を維持していることも重要であり、各行が質の高いリスク管理を定着

させることが必要です。また、高度な金融機能の発揮に向けて、活力と競争を促すビジネス環境が整

備され、それを主要行等が積極的に活用していくことも重要となります。 

② 中小・地域金融機関は、その金融機能を十全に発揮し、中小企業金融の円滑化や預金者などの利用

者の安心と利便性の向上に寄与することが一層期待されています。金融機能の十全な発揮のためには、

同時に自らの財務の健全性を維持していることも重要です。このため、地域金融機関においては、適

切な経営管理の下、中小企業に対する円滑な資金供給の確保と財務の健全性の維持とが、好循環をも

って実現していく状況を目指していくことが重要となっています。 

 ③ 保険会社等は、契約者等の安心・利便の一層の向上の見地に立った業務運営を行い、国民生活の安

定等に寄与していくことが期待されます。また、少子高齢化社会を迎えて、高齢者の医療や介護とい

った利用者ニーズに応えていくことも期待されます。保険会社等がその機能を十分に発揮し、契約者

等に対する責任を的確に果たすためには、財務上の健全性を維持していることが重要であり、各社が

質の高いリスク管理を行い、更にそれを向上させていくことが必要です。 

 ④ 金融商品取引業者等は、金融商品取引法の下での対応を通じて、投資者の安心と利便を向上させる

よう取り組むことが求められています。また、市場の担い手としての公共的な役割を自覚した業務運

営を行い、信頼できる市場インフラの構築に貢献することも求められ、そのうえで、より質の高いサ

http://www.fsa.go.jp/news/20/ginkou/20080902-3.html
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ービスを提供するため、適切な内部管理態勢を構築しつつ、積極的な業務展開を行うことが期待され

ます。 

 

こうした認識の下、本事務年度の監督方針においては、以下の分野に重点を置くとともに、これら諸

課題について金融規制の質的向上の考え方を基本に取組みを進めていくこととしています。 

 

２．重点分野 

⑴ 主要行等 

① 金融機能の発揮と利用者の安心・利便 

国民生活、そして経済活動を支える上で、金融の果たす役割は大きく、現下の経済情勢も踏まえ

ると、主要行等が、創意工夫をこらした自主的な取組みにより、その金融機能を的確に発揮し、利

用者の安心と利便の向上に寄与することが大切です。このことを踏まえ、以下の点に留意するもの

としています。 

・ 金融の円滑化 

・ 資産運用ニーズへの対応 

・ 業務の継続性 

・ 金融機能の不正利用の防止 

② リスク管理と金融システムの安定 

内外の経済・市場環境が変化する中で、主要行等が、金融仲介機能を適切に発揮し続けるために

は、適切な経営管理（ガバナンス）の下、質の高いリスク管理を定着させることが必要であり、そ

れがひいては金融システムの安定にも寄与することとなります。このため、当局としても以下のよ

うな点に留意し、主要行等の自主的な取組みを促すこととしています。 

・ 証券化商品等に係るリスク管理の強化 

・ 収益基盤の充実 

・ リスク情報の開示の充実 

・ 国際的なフォーラムへの積極的な参加と情報収集・発信 

③「市場強化プラン」に沿った取組み 

当庁が昨年12月に公表した「市場強化プラン」は、我が国市場における金融サービス業の活力と

競争を促し、内外の利用者にとっての我が国市場の魅力を高めるとともに、主要行等の海外展開に

も資する内容となっています。本プランに沿った取組みの一環として、主要行等の監督に当たって

も、以下の点に留意して、活力と競争を促すビジネス環境の整備に努めることとしています。 

・ 銀行グループの業務範囲拡大やファイアーウォール規制の見直し等 

・ 内外金融機関との対話の深化・充実 

  

⑵ 中小・地域金融機関 

① 地域密着型金融の推進等を通じた中小企業金融の円滑化 

中小企業の業況は厳しい状況にあり、適切かつ積極的な金融仲介機能の発揮が求められている

状況の下、借り手企業の経営実態や特性に応じたリスクテイクとリスク管理をきめ細かく行い、中

小企業に対する円滑な資金供給の確保に努めていくことが重要となっています。地域金融機関にお

いては、地域密着型金融の一層の推進等に努めていくことが重要であることを踏まえ、当局として

も、以下の点に重点をおいて、中小企業金融の円滑化に向けた取組みを進めていくこととしていま

す。 

・ 中小企業金融のきめ細かい実態把握と監視の強化 

・ 地域密着型金融の推進 

  ② 地域の利用者の安心と利便 

地域の経済活動等を支える上で地域金融の果たす役割は大きく、その重要な担い手である地域

金融機関においては、創意工夫をこらした自主的な取組みにより、地域の利用者の安心と利便性の

向上に寄与することが大切です。こうした認識の下、以下の取組みに重点を置くこととしています。 

・ 資産運用ニーズへの対応 

・ 業務の継続性 

http://www.fsa.go.jp/policy/competitiveness/index.html
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・ 金融機能の不正利用の防止 

③ リスク管理と地域における金融システムの安定 

内外の経済・市場環境が変化する中で、地域金融機関が、金融仲介機能を適切に発揮し続ける

ためには、適切な経営管理（ガバナンス）の下、質の高いリスク管理を定着させることが必要であ

り、それがひいては地域における金融システムの安定にも寄与することとなります。このため、当

局としても以下のような点に留意し、地域金融機関の自主的な取組みを促すこととしています。 

    ・ 適切なリスク管理 

    ・ 収益基盤の充実 

 

⑶ 保険会社等 

① 契約者等の安心・利便の向上に向けた取組みの促進 

平成17年以降、各保険会社において、保険金等の不適切な不払い等の問題が明らかとなっていま

す。保険会社等が業務の適切性を自立的に確保し、契約者等の安心・利便の向上を図っていくため

には、各保険会社等が適切な経営管理の下、自主的な業務改善に組織一体となって取り組んでいく

ことが重要であり、以下の点に留意した監督対応を行っていきます。 

・ 適切な保険金等支払管理態勢の構築 

・ 適切な保険募集態勢の確立 

・ 相談・苦情処理態勢の充実 

② リスク管理の高度化の促進 

金融サービス利用者のニーズが多様化し、金融市場が変動する中で、保険会社が様々なリスクを

適切に把握し、契約者等に対する責任を的確に果たすためには、リスク管理の高度化による財務の

健全性確保とその財務情報の適切な開示が必要です。このような点を踏まえ、具体的には、以下の

点に留意した監督対応を行っていきます。 

・ サブプライム・ローン問題に関する教訓を生かしたリスク管理の高度化 

・ ソルベンシー評価の見直し 

・ 統合的リスク管理の推進 

③ 保険会社等の属性に応じた監督対応 

保険会社等の業務規模は、大規模のものから少額短期保険業者のような総じて小規模のものまで

多様です。また、保険募集の形態も募集人・代理店を中心とするものや、通信販売を中心とするも

のなど多様化しています。このような状況を踏まえ、保険会社等の業務規模・態様等の属性に応じ

た監督対応を行っていきます。 

・ 保険会社グループ等への対応 

・ 少額短期保険業者への対応 

・ 特定保険業者への対応 

・ 保険募集形態の特色に応じた対応 

 

 ⑷ 金融商品取引業者等 

① 投資者の安心・利便の向上 

「貯蓄から投資」の流れを加速するためには、一般の投資者が安心して投資に参加できる環境を整

備することが前提となります。金融商品取引法の適切な運用、各業者の財務の健全性の確認及び不

適格業者への厳正な対応により、こうした環境の整備に取り組むため、以下の点に留意するものと

しています。 

・ 金融商品取引法の定着 

・ 不適格業者の排除 

・ 投資者財産の適正管理 

   ② 信頼できる市場インフラの構築 

我が国市場の競争力強化に向けて、市場の公正性・透明性を確保し、市場に対する信頼を強固な

ものとするよう取り組みます。そのうえで、多様な取引を円滑・確実に行うことができる、安全

性・利便性の高い市場インフラの整備を図っていくために、以下の点に留意するものとしています。 

・ 株券電子化の円滑な実施 
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振り込め詐欺対策についての意見交換の実施について 

・ 市場仲介者としての公共的役割の発揮 

・ 自主規制機能の一層の強化 

③ 業務の多角化・高度化・国際化と適切な内部管理態勢の構築等 

市場強化プランを踏まえ、活力のある市場の構築に向けて、各業者が自らの創意工夫により、よ

り質の高いサービスを提供できるような環境を整備することが必要です。各業者の経営戦略を注視

し、業務の多角化・高度化・国際化の状況を把握したうえで、適切な内部管理態勢が構築されてい

るかを確認するため、以下の点に留意するものとしています。 

・ ファイアーウォール規制見直しへの対応 

・ 積極的な業務展開と適切な内部管理 

・ 積極的な業務展開に対応したリスク管理 

・ 証券化商品の適切なリスク評価・情報開示の強化 

・ 各種ファンドへの対応 

 

３．金融規制の質的向上（ベター・レギュレーション）の浸透と具体化 

我が国市場の国際的な競争力を強化するためには、金融規制の質的向上が重要な課題となります。ま

た、我が国の金融セクターは、金融システムの安定、利用者の保護、公正・透明な市場の確立と維持に

向けたこれまでの取組みを定着させ、更に深化させるべき局面を迎えており、金融規制も、金融機関の

自助努力や創意工夫を重視していく必要があります。 

こうした状況を踏まえ、平成 20 事務年度の諸課題にも、ベター・レギュレーションの考え方を基本

に取り組み、ベター・レギュレーションの考え方を監督部局全体に定着させ、４つの柱に以下のような

形で取り組むことにより、その浸透と具体化を図っていくこととしています。 

・ ルール・ベースの監督とプリンシプル・ベースの監督の 適な組合せ 

・ 優先課題の早期認識と効果的対応 

・ 自助努力の尊重とインセンティブの重視 

・ 行政対応の透明性・予測可能性の向上 

 

なお、こうした取組みの実効性を高めるため、専門的人材の育成・確保や研修の充実などを通じ、職員

の資質向上に努めるものとします。 

金融庁では、以上のような監督方針に基づいて、本事務年度も引き続き、主要行等に対して、金融機関

の自助努力や創意工夫を重視しつつ、実効性のある監督行政を効率的に遂行していきます。 

 

※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「報道発表資料」から 

「平成20事務年度主要行等向け監督方針について」（平成20年9月5日） 

「平成20事務年度中小・地域金融機関向け監督方針について」（平成20年9月5日） 

「平成20事務年度保険会社等向け監督方針について」（平成20年9月5日） 

「平成20事務年度金融商品取引業者等向け監督方針について」（平成20年9月5日） 

にアクセスしてください。 

 

 
 

9 月 16 日に、警察庁、金融庁及び全国銀行協会との間で、振り込め詐欺の被害が急増している現状を

踏まえ、意見交換を行いました。そこでは、警察庁刑事局長、当庁監督局長及び全国銀行協会会長から振

り込め詐欺撲滅に向けた取組みについてそれぞれ説明を行い、今後の取組みも含めた意見交換を行いまし

た。 

その結果、10 月を「振り込め詐欺対策強化月間」とし、警察庁、金融庁及び全国銀行協会が協力して

振り込め詐欺対策を進めていくこととしました。 

当庁においては以下のような取組みを行います。 

① 警察庁との合同による振り込め詐欺の未然防止等についての政府広報 

② 金融団体との意見交換の機会を活用し、ATM 関連の対策等についての取組みの働きかけ 

http://www.fsa.go.jp/policy/br-pillar4.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/ginkou/20080905-3.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/ginkou/20080905-4.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/hoken/20080905-5.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/syouken/20080905-2.html
http://www.npa.go.jp/
http://www.fsa.go.jp/
http://www.morebank.gr.jp/
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平成21年度税制改正要望について 

当庁としては、振り込め詐欺が金融機関を悪用する犯罪であることから、警察庁や全国銀行協会等と連

携しつつ、振り込め詐欺防止のための取組みにさらに努めていきます。 

 

 

握手する（左から）米田警察庁刑事局長、杉山全国銀行協会会長、三國谷監督局長 

 

 

 
 

去る9月1日、金融庁は「平成21年度 税制改正要望」を財務省及び総務省に提出しました。  

本年は、 我が国金融・資本市場の競争力強化に向けて、 

１．「貯蓄から投資へ」の流れの促進 

２．内外投資活動の推進のための環境整備 

のために必要な税制上の措置を要望しています。 

１．「貯蓄から投資へ」の流れの促進の観点からは、 

① 『日本版 ISA』（小口の継続的長期投資非課税制度）の創設（小口で継続的に長期投資を通じた資産形

成を行うことにより、小口投資家を育成していくために要望するもの）  

② 高齢者投資非課税制度の導入（60歳以上の高齢者が金融資産全体の６割を保有しており、株式や

投信等でみると７割に及んでいること、そして近年は利子所得が低金利の下で減少しており、特に

高齢者の家計にとっては配当所得が非常に増加して、これが「第２の年金」という重要性をもって

きていることから、高齢者の老後の安心のために要望するもの）  

③ 証券税制の特例措置における投資家利便への配慮 

④ 確定拠出年金(401k)制度の充実 

⑤ 金融商品間の損益通算の範囲拡大 

等を要望しています。 
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２．内外投資活動の推進のための環境整備の観点からは、組合型投資ファンド課税（1号ＰＥ）の見直し

等を要望しています。 

本要望は、海外の投資家が日本の組合型ファンドに投資を行った場合に、当該海外投資家が日本で申

告義務を負うこととならないよう見直しを要望するものです。 

なお、日本の投資運用業者に投資を一任する場合にも同様の問題がありましたが、これについては

20年度税制改正において措置されました。 

その他、保険契約者の自助努力を支援する観点から、生命保険料控除制度等の見直しを要望していま

す。 

 

※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「報道発表資料」から「平成 21 年度 税制改正要望」について

（平成20年8月28日）にアクセスしてください。 

 

http://www.fsa.go.jp/news/20/sonota/20080828-2.html
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平成21年度機構 定員及び予算要求について 
 

 

 

 

１．はじめに 

サブプライム・ローン問題を契機として、海外監督当局とのより緊密な連携が不可欠になってきてい

る状況等を踏まえ、その対応体制の強化等を図るとともに、金融システムに内在する市場リスク等各種

のリスクを早期に認識・抽出し、的確に対応できるよう体制の充実・強化を図ることが必要です。 

また、市場競争力の強化という観点も踏まえ、市場監視体制の強化や、多様な資金運用・調達機会の

提供等を推進するための体制整備を図ることが重要です。 

さらに、金融サービス利用者保護施策の推進等を図るとともに、利用者の利便性向上、業務効率化の

ための情報システムの整備を図ることが必要となっています。 

金融庁では、これらの課題に対応するための諸施策等を実施するために必要な機構・定員及び予算要

求を行っています。 

 

２．機構・定員要求の内容 

⑴ 海外監督当局等との連携強化のための体制整備 

サブプライム・ローン問題を契機とした世界的な金融市場の混乱が続いている中、海外監督当局と

のより緊密な連携が不可欠になってきている状況、国際会議における積極的な貢献がより重要となっ

てきている状況等を踏まえ、国際的な対応体制を充実・強化することとしています。 

 

⑵ 金融システムに内在するリスクを早期に認識し、的確に対応するための体制整備 

サブプライム・ローン問題に見られるように、グローバルな経済や金融・資本市場の動向が金融シ

ステムの安定に大きな影響を与えうること等を踏まえ、金融システムに内在する市場リスク等各種の

リスクを早期に認識・抽出し、的確に対応できるよう体制の充実・強化を図ることとしています。 

 

⑶ 市場強化のための体制整備 

「骨太の方針 2008」に掲げられた「市場強化プラン」を着実に推進し、信頼と活力のある市場を

構築するため、以下の体制整備を図ることとしています。 

 

① 市場監視体制強化のための体制整備 

投資家が安心して市場に参加するために不可欠な市場の信頼性を確保するため、証券取引等監視

委員会の体制整備等をはじめとする市場監視体制の強化を図ることとしています。 

② 多様な資金運用・調達機会の提供等を推進するための体制整備 

取引所における取扱商品の多様化を図るとともに、これに対応した取引所監督体制を充実する等、

多様な資金運用・調達機会の提供等を可能とするための体制を強化することとしています。 

 

⑷ 金融サービス利用者保護施策推進等のための体制整備 

改正貸金業法の円滑な実施のための体制整備等、金融サービス利用者保護の充実・強化を図るため

に必要な体制等を強化することとしています。 

 

これらの体制整備のため、総務企画局65人、検査局18人、監督局42人、証券取引等監視委員会60

人、公認会計士・監査審査会10人、総計195名の増員要求を行っています。 
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「平成19年度実績評価書」、「平成20年度事業評価書」及び 

「平成20年度総合評価書」の公表について 

（参考 平成21年度定員要求）                              （単位：人） 

 
18年度末 

定員 
19年度末 

定員 
20年度末 

定員 
21年度 
増員要求

20年度 
増員要求 
（増員数） 

総務企画局 ３０４ ２９６ ３１４ ６５ ４８（１５） 

検 査 局 ４５４ ４５１ ４４１ １８ ２２（９） 

監 督 局 ２２１ ２３８ ２５３ ４２ ３４（１８） 

証券取引等 
監視委員会 

３１８ ３４１ ３５８ ６０ ８０（２２） 

公認会計士・ 
監査審査会 

４３ ４７ ５１ １０ １１（５） 

総 計 １，３４０ １，３７３ １，４１７ １９５ １９５（６９）

 

３．予算要求の内容 

平成21年度予算要求については、 

⑴ 海外監督当局等との連携強化や、金融システムに内在するリスクを早期に認識し、的確に対応する

ための体制整備等のための増員（195人）に必要な経費のほか、 

⑵ 海外当局との連携強化（海外監督当局への職員派遣等）に必要な経費や、 

⑶ 市場強化（市場監視体制の強化等）に必要な経費及び 

⑷ 利用者の利便性向上、業務効率化のための情報システム整備等（有価証券取引等電子開示システム

の運用・改善等）に必要な経費などを織り込み、 

総額で約231億円の要求を行っています。 

なお、預金保険機構に係る政府保証枠については、金融システムの安定を引き続き揺るぎないものと

するとの考え方に基づき40.2兆円を要求しています。 

 

※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「報道発表資料」から「平成 21 年度機構・定員及び予算要求につ

いて」（平成20年8月28日）にアクセスしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

１． はじめに 

金融庁においては、平成 14 年 4 月に施行された「行政機関が行う政策の評価に関する法律」の趣旨

を踏まえ、政策評価の実施を通じて、 

⑴ 国民に対する金融行政の説明責任（アカウンタビリティ）を徹底すること 

⑵ 国民本位の効率的で質の高い金融行政を実現すること 

⑶ 国民的視点に立った成果重視の金融行政を実現すること 

を目指しています。 

これまで金融庁においては、金融庁設置法で定めた法定任務（金融機能の安定、預金者・保険契約

者・投資者等の保護、円滑な金融）について、政策評価に係る基本計画や実施計画などを策定の上、政

策評価に鋭意取り組んでおり、実績評価に関しては、平成13年度（13年7月～14年6月）以降、毎年

度を対象とする実績評価書を作成・公表しています。 

また、政策評価をより一層予算に活用するとの観点から、平成 15 年度以降、毎年度、予算措置を伴

う事業のうち新規あるいは拡充を予定している主なものを対象として事業評価（事前評価）を実施する

http://www.fsa.go.jp/common/budget/yosan/21youkyuu.html


- 14 - 
 

とともに、過去に事業評価（事前評価）を実施し、効果が発現した事業のうち主なものを対象として事

業評価（事後評価）を実施することとし、事業評価書を作成・公表しています。 

加えて、今年度は、日本版ビッグバン以降の金融システムの改革に関する金融庁のこれまでの一連の施策

を振り返りながら、その評価を行うことを目的として金融システム改革（日本版ビッグバン）についての

総合評価書を作成・公表しています。 

 

【参考】 

政策評価とは、各府省が自らその政策の効果を把握・分析し、評価を行うことにより、次の

企画立案や実施に役立てるものです。 

 

 

 

 

 

 

なお、政策評価には以下の３つの方式があります。 

① 実績評価方式 

  政策を決定する際に、あらかじめ達成すべき目標を設定し、これに対する実績を定期的・

継続的に測定するとともに、目標期間が終了した時点で、目標の達成度合いについて評価す

る方式。 

 

② 事業評価方式 

政策を決定する前に、あらかじめ期待される政策効果等を推計・測定し、政策目的が妥当

か、行政が担う必要があるか、費用に見合った効果が得られるかなどの観点から評価する方

式（必要に応じ事後の時点で、事前の時点に行った評価内容を踏まえ検証）。 

 

③ 総合評価方式 

  政策の決定から一定期間を経過した後に、特定のテーマについて、政策効果の発現状況を

様々な角度から掘り下げて分析し、政策に係る問題点を把握するとともにその原因を分析す

るなど総合的に評価する方式。 

 

 

２．平成19年度実績評価書の内容 

今回は、平成 19 年度（19 年 7 月～20 年 6 月）を対象とする政策評価実施計画に定めた 25 の政策に

ついて、実績評価を実施しました。 

具体的には、金融庁が法定任務を遂行していくための 25 の政策について予め目標を定め、それぞれ

目標の達成に向けて行った業務内容等を分析し、各政策の評価を行いました。なお、「端的な結論の基

本類型」を参考にしつつ、各政策の状況を踏まえ必要に応じて補足説明を加えて端的な結論を記載して

いるほか、指標等に照らした当該年度の目標の達成度を3段階（Ａ、Ｂ、Ｃ）で評価しています。 

 

３．平成20年度事業評価書の内容 

今回は、情報等の分野の事業で、平成 21 年度に予算措置を伴う事業のうち新規あるいは拡充を予定

している主なものを対象に、事業評価（事前評価）を実施したほか、過去に事業評価（事前評価）を実

施し、効果が発現した事業のうち主なものを対象に、事業評価（事後評価）を実施しました。 

事業評価（事前評価）の実施に当たっては、事業の目標、目的及び内容を明らかにし、事業評価（事

後評価）の実施に当たっては、具体的成果を踏まえ、いずれも、必要性、効率性、有効性等の観点から

評価を行っています。 

 

４． 平成 20 年度総合評価書の内容 

金融システム改革（日本版ビッグバン）の総合評価の実施に当たっては、フリー・フェア・グ

【政策評価】 
政策効果の 
把握・分析 

 

 
政策の 

見直し・改善 
 

 
政策の実施 
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証券取引等監視委員会の事務処理状況の公表について 

ローバルの３原則及び金融システム複線化の観点から、それぞれの政策効果の発現状況等につい

て分析するとともに、必要性、効率性、有効性等の観点から評価を行っています。 

 

※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「報道発表資料」から「平成 19 年度実績評価書」、「平成

20 年度事業評価書」、及び「平成 20 年度総合評価書」の公表について（平成 20 年 8 月 29 日）

にアクセスしてください。 

 

 

 

 

 

１．はじめに 

証券取引等監視委員会（以下「証券監視委」といいます。）は、金融庁設置法第22条の規定に基づき、

毎年、事務処理状況を公表しており、本日、平成 19 年７月１日から同 20 年６月 30 日までの期間（以

下「平成19事務年度」といいます。）における事務の処理状況を「証券取引等監視委員会の活動状況」

として公表しました。なお、今回の公表は、証券監視委発足後16回目となります。 

 

１． 概要 

金融システム改革をはじめとする様々な改革の成果や情報技術（ＩＴ）の進展などを受けて、インタ

ーネット取引やクロスボーダー取引の増加、投資ファンド等を使った複雑な取引の増加など、金融・資

本市場を取り巻く環境は大きく変化しています。 

こうした中、市場監視機能の充実・強化も行われてきており、中でも、平成 17 年には、従来からの

犯則事件の調査や証券会社等の取引の公正確保に係る検査に加え、新たに導入された課徴金調査のほか、

開示検査、証券会社等の財務の健全性等に係る検査及び投資信託委託業者・投資顧問業者等に対する検

査の権限も証券監視委に委任され、また、新たに外国為替証拠金取引を扱う業者が金融先物取引業者と

して検査の対象となるなど、証券監視委の検査範囲は大幅に拡大されました。 

さらに、同 19 年７月には、新たに委員長及び両委員が就任し、中期的な活動方針である「公正な市

場の確立に向けて」を公表し、近年の金融・資本市場を取り巻く環境の変化に対して、機動性・戦略性

の高い市場監視の実現と市場規律の強化に向けた働きかけの２本柱を掲げ、その使命達成に向けて取り

組んでいるところです。 

 

（市場分析審査） 

平成19事務年度中に投資者など一般から受け付けた情報は5,841件となっています。 

また、平成19事務年度の取引審査件数は、合計1,098件であり、前事務年度と比較すると59件増加

しており、平成４年の発足以来 高の審査件数となっています。 

さらに、直ちに法令違反とはいえないような取引についても幅広く注意を払っているほか、個別取引

や市場動向の背景にある問題を重点的に分析する等、包括的かつ機動的な市場監視に努めています。 

 

（証券検査） 

証券検査については、発足以来 多となる219社の検査を終了し、問題点が認められた122社のうち、

28 社について行政処分等の勧告を行いました。特に、平成 19 事務年度は、検査対象先等に関する様々

な資料・情報等を総合的に勘案して実施する一般検査に加え、市場をめぐる問題や関心事項について横

断的なテーマを選定し、共通の課題がある検査対象先に対して行う特別検査を実施しました（ＯＨＴ株

http://www.fsa.go.jp/news/20/sonota/20080829-1.html
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式の信用リスクに係る証券会社のリスク管理態勢等の検証、外国為替証拠金取引業者の財務の健全性並

びにリスク管理等に重点を置いた検証等）。 

 

（不公正取引に対する勧告・告発） 

不公正取引に対する勧告については、21 件の課徴金納付命令（いずれも内部者取引に関するもの）

の発出を求める勧告を行いました。この中には、公認会計士が監査の過程で知った監査先企業の内部情

報を利用して取引を行ったもの（新日本監査法人職員による内部者取引）や、報道機関の職員が情報端

末に入力された放送用原稿を閲覧したことにより重要事実を知り公表前に取引を行ったもの（NHK 職

員による内部者取引）など、上場会社の重要情報を知り得る立場にある者の職業倫理やその所属する法

人等の情報管理体制にも問題があるような事例も見受けられました。 

不公正取引に対する告発については、風説の流布及び偽計の嫌疑で2件、相場操縦の嫌疑で4件、イ

ンサイダー取引の嫌疑で2件の合計8件の告発を行いました。この中には、アイ・シー・エフ株取得に

係る偽計事件において、大阪府警察本部と合同で強制調査を実施したものなど、事件の状況に応じて他

の捜査機関と連携を図りつつ、効果的・効率的な調査の遂行に努めました。 

 

（ディスクロージャーに関する勧告・告発） 

ディスクロージャーに関する勧告については、平成20年6月19日に、課徴金額の過去 高額である15

億9,457万9,999円の課徴金納付命令勧告（株式会社IHIに係る有価証券報告書等の虚偽記載）を行うな

ど、開示書類の虚偽記載に関して10件の課徴金納付命令の発出を求める勧告を行いました。 

ディスクロージャーに関する告発については、虚偽の有価証券報告書等の提出につき2件・9名（アク

セス事件、アイ・エックス・アイ事件）について、証券取引法に違反するとして告発を行いました。 

 

（建議） 

建議については、平成 19 事務年度の実績はないが、金融審議会において、課徴金制度の実施状況・

運用実績を踏まえ、課徴金額の水準の引上げなどについて意見を述べました。これを踏まえ、これらの

内容の盛り込まれた改正金融商品取引法が、平成 20 年 6 月 6 日に成立しており、建議を行うのと同様

の効果を得ています。 

◆証券監視委の活動状況                             

区 分 
H4～14

年度 
H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 合計 

犯 則 事 件 の 告 発 53 10 11 11 13 10 108 

勧 告 244 26 17 39 43 59 428 

 

 

証券会社等に対する処分 

に 係 る 勧 告 
244 26 17 29 28 28 372 

 課徴金納付命令に関する勧告    9 14 31 54 

 
訂正報告書等の提出命令に

関する勧告 
   1 1 0 2 

問題点が認められた会社数＊ 686 67 67 93 142 121 1,176

建 議 6 1 0 5 3 0 15 

（事務年度：7月～翌年6月） 
 

※ 「問題点が認められた会社数」とは、証券検査の検査結果通知書において問題点を指摘した会社の数
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をいいます。 

 

※ 詳しくは、証券取引等監視委員会ウェブサイトの「年次公表」から「平成19年度版年次公表」（平成

20年8月28日）にアクセスしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.fsa.go.jp/sesc/reports/reports.htm
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公認会計士 監査審査会の活動状況（平成19事務年度版）の 

公表について 

 

 

 

 

 

公認会計士・監査審査会は、毎事務年度終了後、当該事務年度における活動状況を公表することとしていますが、

今般平成19事務年度（平成19年７月～平成20年６月）における活動状況を取りまとめ、平成20年８月29日に公表

しました。その概要は以下のとおりです。 

 

● 品質管理レビューに対する審査及び検査 

平成19事務年度は審査会の第２期（平成19～21事務年度）の初年度にあたりますが、第１期（平成16～18事務

年度）における実績を踏まえ、これまでに指摘した監査事務所における品質管理上の問題に対する改善が各監査事

務所において確実に定着するよう努めているところです。 

具体的には、平成18年度及び平成19年度の日本公認会計士協会の品質管理レビューについて審査を行い、11監

査事務所に対し検査を実施しました。その結果、５監査事務所について行政処分その他の措置を講ずるよう金融庁

長官に対して勧告しました。 

また、監査の質の維持・向上を図るための監査事務所による自主的な取組みを促すため、これまでに実施した検

査における指摘事項の中から、品質管理の向上を図っていく上で有益であると考えられるものを「監査の品質管理

に関する検査指摘事例集」として取りまとめ、平成20 年２月に公表しました。この内容については、全国各地の公

認会計士協会地域会において説明会を開催しています。 

 

● 公認会計士試験の実施 

平成19年試験（短答式試験、論文式試験）及び平成20年試験（短答式試験）を実施しました。 

また、審査会の下に公認会計士試験実施検討グループを設置し、公認会計士試験の実施面での改善に向けた検討

を行い、その結果を踏まえ、審査会は「公認会計士試験実施の改善について」を平成19年10月に公表しました。 

平成20年試験では、短答式試験においては従来の２週間の週末にわたる２日間を週末１日に短縮し、また、論文

式試験においては法令基準等を配布する科目を２科目から５科目に増やすなど、改善策を順次実施しているところ

です。 

※ 平成22年試験から短答式試験の実施を年２回に増やす予定です。 

 

● 諸外国の関係機関との協力 

諸外国の監査監督機関相互の情報交換等を目的として、監査監督機関国際フォーラム（IFIAR）が平成 19 年３月

に設立されていますが、第２回会合が平成 19 年９月にトロントで、第３回会合が平成 20 年４月にオスロで開催さ

れています。審査会からは会長、常勤委員等が出席し、同フォーラムに積極的に貢献しているところです。 

 

※ 詳しくは、公認会計士・監査審査会ウェブサイトの「年次公表」から「平成19事務年度版[平成19年７月～平

成20年６月]（平成20年8月29日公表）」にアクセスしてください。 

 

http://www.fsa.go.jp/cpaaob/shinsakai/reports/19/gaiyou/index.html
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Ｑ：国際金融市場についての現状についてお伺いしたいのですが、今ア

メリカ政府の公的資金の投入スキームも含めまして、市場が落ち着きを

取り戻すのではないかとの見方がある一方、依然として短期市場では混

乱も続いています。国際金融市場についての現状についてどう見ていら

っしゃるというのが１点と、来月開催予定のＧ７に、先ほど大臣は日本

の金融システムへの影響はそれ程大きくないというふうにおっしゃいま

したけれども、日本としてどのようなスタンスで臨まれるのか、以上２

点お願いします。 

Ｑ：麻生総理が国連の総会の方の演説で、国際金融の仕組みを巡る議論

では、日本の経験と知恵を貢献に心がけたいというふうにおっしゃって

おりますが、この国際金融の仕組みの議論において今後どのような修正

点が必要か、またポイントが必要かとお考えでしょうか。 

【金融ここが聞きたい！】 

 このコーナーは、大臣の記者会見における質疑応答などの中から、時々の旬な情報をセレクトしてお届

けするものです。 

 もっとたくさんご覧になりたい方は、金融庁ウェブサイトの「記者会見」のコーナーにアクセスしてく

ださい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ．まず、世界的な約１年にわたるサブプライム・ローンに端を発した金融、あるいは場合によっては

実体経済まで影響が及びかねない状況というのは、日本は大きくないと言っているのではなくて、他

に比べれば、日本の経験もございますので、欧米に比べればそうでもないという比較の問題であって、

我々も注意して見ておかなければならないことだろうというふうに思っております。それから、日本

も短期資金を出しているやに聞いていますけれども、やはりこれは世界各国が協調してやっていくと

いうことが非常に大事なことですしね。さっきの官邸でサルコジ大統領のご発言もありましたけれど

も、そこまですぐやるかどうかは別にして、やはり特にＧ７、先進国、あるいはそれ以外でも金融に

ある程度の規模といいましょうか、影響力のある国々が協力してやっていくということは、私は非常

に大事なことであり、非常に敏感に対応していく必要があるのだろうというふうに思っております。 

 

【平成 20 年９月 25 日（木）初閣議後記者会見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ａ．ご指摘のように日本の場合には、20 年前のバブル崩壊以降大変な、十数年にわたる金融、あるい

はまた実体経済の苦しみがあったわけで、そういう中で日本自身の苦しみの中で、一応金融に対する

不安は脱却をしたというふうに理解をしております。ある意味では基本形は、今アメリカやほかの

国々で今ダメージを受けている状況というのは、日本で行われたこととある意味では１つの先例にな

り得る部分もあると。従いまして、これは是非日本における経験等々を是非参考にしていただくとい

うことも早期の解決のためにお役に立つのではないか。それから、今回の場合には特にＧ７を始めと

して世界中の国々の連携というものも非常に大事だというふうに思っておりますので、連携を密に取

って、今回の総理がニューヨークに行かれましたけれども、日本の出来ること、あるいはまたアメリ

カが今報道では思い切った対策を議会と政府とで作業を進めているようですから、それぞれの国でや

れること、それから各国が協調してやれること、これを積極的にやっていくということが今一番求め

られていることではないかというふうに思います。 

【平成 20 年９月 26 日（金）記者会見】 

http://www.fsa.go.jp/common/conference/index.html
http://www.mof.go.jp/kaiken/my20080925.htm
http://www.mof.go.jp/kaiken/my20080926.htm
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【お知らせ】 

○ 悪質なファンドの勧誘にご注意ください！ 

ファンド形態で出資の勧誘を行う場合は登録が必要です 
昨年９月30日に金融商品取引法（以下「金商法」といいます。）が施行され、一般投資家向けにいわ

ゆるファンド形態で出資の勧誘等を行う者に財務局（福岡財務支局及び沖縄総合事務局を含む）への登

録義務が課されました（プロ向け業務（＝適格機関投資家等特例業務）を行う者であれば届出義務）。 

具体的には、 

１． 他者からお金を集め（出資を募り） 

２． 何らかの事業や投資を行い  

３． その事業や投資から生じる収益を出資者に分配する仕組み  

を運営している者は、 財務局への登録又は届出が義務付けられました。  

登録業者及び届出業者については、金融庁ウェブサイトで確認が出来ます。 
無登録業者からの出資の勧誘等には十分ご注意ください。 

また、登録業者でも、出資の勧誘等の際には、例えば、次のようなルールを守らなければならないこ

とになっています。 
・ 公告をする場合には、金融商品取引業者である旨及び登録番号などを表示しなければならならず、     

利益の見込みについても、著しく事実に相違する表示や、著しく誤認させるような表示をしてはな

らない。 
・ 契約を締結しようとするときは、あらかじめ、顧客に対し、登録番号、契約の概要、手数料の概要

等を記載した書面を交付しなければならない。 
・ 「虚偽のことを告げる行為」や「不確実な事項について断定的判断を提供して勧誘をする行為」を

してはならない。 
・ 損失補てんをしてはならない。 
たとえ登録を受けている業者であっても、信頼できるとの確信が持てない場合は、慎重な対応をお勧

めします。 
 
 

○ 認定投資者保護団体の更なる活用を期待しています。 
金融商品取引法（以下「金商法」といいます。）においては、投資者保護のための横断的法制の構築

の一環として、「認定投資者保護団体」に関する制度を整備しています。 

この制度は、苦情解決およびあっせん業務の業態横断的な取組みをさらに推進するため新たに設けら

れたものであり、金商法上の自主規制機関以外の民間団体が金融商品取引業者等に関する苦情の解決お

よびあっせん業務を行う場合に、行政がこれを認定することにより、当該民間団体の業務の信頼性を確

保しようとする枠組みです。 

金商法が施行されて以降、平成 19 年９月 30 日に社団法人生命保険協会、平成 20 年３月７日に社団

法人日本損害保険協会、平成20年10月１日に全国銀行協会が認定を受けております。 

認定投資者保護団体は、金融商品取引業者以外の者も設立が可能で、具体的には、たとえば、消費者

団体、NPO 法人や各種の業界団体等が考えられますが、これに限らず、認定の要件・基準を満たす民間

団体は認定投資者保護団体になることが可能です。金融庁としては、苦情解決・あっせん業務は、事後

的な投資者保護策として非常に重要ですので、同制度が幅広く活用され、一層の投資者保護に寄与して

いただくことを強く期待しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.fsa.go.jp/policy/kinyusyohin/index.html
http://www.fsa.go.jp/menkyo/menkyo.html
http://www.fsa.go.jp/policy/kinyusyohin/index.html
http://www.fsa.go.jp/news/19/syouken/20071001-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/19/syouken/20080307-2.html
http://www.morebank.gr.jp/
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〇 証券市場における不正・違法行為に関する情報を受け付けています！ 

証券取引等監視委員会は、証券会社などに対

する検査、証券市場にかかわる開示検査、課徴

金調査及び犯則事件の調査、そのほか日常的な

市場監視活動を通じて、公正・公平かつ透明で

健全な市場の構築に努めています。当委員会は、

こうした調査、検査などの参考とするため、電

話、文書（ファクシミリを含む）、インターネ

ットなどで情報提供を受け付けており、平成 19

事務年度には、5,841 件と、多数の情報をお寄

せいただきました。 

インサイダー取引や相場操縦、有価証券報告

書の虚偽記載、証券会社などにおける無断売買

や不当な勧誘などの証券市場に関する違法行為

に気づいたら、証券取引等監視委員会まで情報

をご提供ください。（なお、調査、検査の依頼

や証券会社などとのトラブル処理には対応して

おりません。） 

 

インターネットにおける情報受付窓口

は証券取引等監視委員会ウェブサイトを

ご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

〇 株券電子化について 

平成16年に、株券を電子化する法律（社債、株式等の振替に関する法律）が成立し、平成21年１月

を目途に上場会社の株券を電子化するための準備が進められています。 

株券電子化のスムーズな実施のためには、いわゆる「タンス株券」をお持ちの株主を中心に関係者各

位に早めの準備を行わって頂く必要があります。 

ただ、株券の電子化については、まだまだ十分な知識をお持ちでない方が多いようです。 

そこで、金融庁のウェブサイトの改訂（平成19年２月13日）等によって、個人投資家を中心とした

関係者各位に株券電子化の概要やご留意頂きたい点をお伝えしてきたところですが、更に、より多くの

方々に株券電子化について理解を深めて頂くべく、政府広報オンライン・お役立ち動画「株券電子化の

準備 もうお済みですか？」では、株券の電子化の概要や留意点について広報を行っています。なお、

この政府広報オンラインは、金融庁ウェブサイトからもアクセスできます。 

以下では、株券電子化の概要と留意点のうち、特にご注意頂きたい点をピックアップします。 

 

１． 概要 

株券電子化は、上場会社の株式について、「株券」をなくし、証券保管振替機構及び証券会社等の

口座で、コンピューターにより電子的に管理しようとするものです。 

 

                         
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

電子化後 

コ ン ピ ュ ー タ ー で 

株 主 の 権 利 を 管 理 

   

会社 名義 株数 

甲 Ａ 100 株

  Ｂ 100 株

 

コンピューターの帳簿 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   権利者として扱われる。

現 行 

株 券 

一般からの情報提供を求めるポスター 

http://www.fsa.go.jp/sesc/index.htm
https://www.fsa.go.jp/sesc/watch/
http://www.fsa.go.jp/ordinary/kabuken/index.html
http://www.gov-online.go.jp/useful/flash/contents/200705.html
http://www.jasdec.com/less/index.html
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２．留意点（タンス株券をお持ちの株主） 

株券電子化にあたって、自宅や貸金庫などご自身で株券を管理されている株主（いわゆる「タン 

ス株券」をお持ちの株主）については、特に以下の点に留意してください。 

① お持ちの株券がご自分の名義ではなく、ご本人が株主としての権利を失ってしまうおそれもあり   

ますので、株他人名義となっている場合には、株券電子化実施の前に、証券会社等を通じて証券 

保管振替機構に預託するか、少なくともご自分名義への書換手続を行ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

② お持ちの株券がご自分名義となっている場合、①のように株主としての権利が失われることは  

ありませんが、株券電子化後に売却を行おうとする場合にスムーズに行うことができるようにする

等のために、株券電子化実施の前に、証券会社等を通じて証券保管振替機構に預託しておくのが望

ましいと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

なお、上記の証券会社等や証券保管振替機構における預託のための事務手続に時間を要することも予

測されます。株券電子化のスムーズな実施に向け、上記預託のための手続はできるだけ早めに行うよう

にしてください（現在でも当該預託を行うことは可能です。） 

 

※ 「株券電子化」については金融庁ウェブサイトにも掲載しています。金融庁ウェブサイトのトップ

ページ「金融庁の政策 ▷ 政策の一覧へ」から「株券電子化について」にアクセスしてください。 

 

〇 新着情報メール配信サービス（日本語版・英語版）へのご登録のご案内 
  金融庁ウェブサイトでは、新着情報メール配信サービス（日本語版・英語版）を行っています。皆

様のメールアドレスをあらかじめ登録していただきますと、日本語版の場合、毎月発行される「アクセ

スＦＳＡ」や日々発表される各種報道発表など、新着情報を１日１回、電子メールでご案内します。 

  また、英語版でも金融庁英語版ウェブサイトの新着情報や「FSA Newsletter」など、新着情報を１日

１回、電子メールでご案内します。 

日本語版の登録をご希望の方は、「新着情報メール配信サービス」に、英語版の登録は「Subscribing 

to E-mail Information Service」 にアクセスしてください。 

 

 

○ 証券取引等監視委員会ウェブサイトにて新着情報メール配信サービスへ

のご登録のご案内 

証券取引等監視委員会ウェブサイトでは、新着情報メール配信サービス(日本語版・英語版）を行

っています。皆様の電子メールアドレスをあらかじめ登録していただきますと、金融商品取引業者等に

対する行政処分等に関する勧告や課徴金納付命令に関する勧告など、証券取引等監視委員会ウェブサイ

トの新着情報を、電子メールにてご案内します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｂ 

Ａ

電子化後 

   

会社 名義 株数 

甲 Ａ 100 株 
コンピューター上の株主が 

株主として取扱われる 

権利を失う

おそれ！ 

株 券 

Ａ名義

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 Ａ 

電子化後 

    

 会社 名義 株数 

 甲 Ａ 100 株

 

速やかな売却が困難に！

株 券 

Ａ名義

http://www.fsa.go.jp/ordinary/kabuken/index.html
http://www.fsa.go.jp/haishin/service_top.htm
http://www.fsa.go.jp/en/haishin/index.html
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※ 詳しくは、日本語版の登録をご希望の方は、証券取引等監視委員会ウェブサイトの「新着情報メー    

ル配信サービス」に、英語版の登録は「Subscribing to E-mail Information Service」 にアクセス

してください。 

 

○ 金融円滑化ホットラインの開設について 

金融庁では、金融の円滑化に関し、中小企業など借り手の方々の声を電話によりお聞きする情報等の

受付窓口として、「金融円滑化ホットライン」を開設しております。 

これは、原油・素材価格の高騰や円高の影響により、大企業や中小企業ともに大部分の業種で業況感

が悪化している等、中小企業の経営が圧迫されている状況に対し、十分な注視が必要であり、一層の配

慮が求められていることを踏まえ、平成20年４月４日に経済対策閣僚会議において決定された、「成長

力強化への早期実施策」に盛り込まれた中小企業金融の円滑化に向けた施策の一つとして、行政の態勢

整備を行うこととしたものです。 

本ホットラインに寄せられた情報等は金融機関にフィードバックするなど、検査・監督に活用させて

いただいているところです。また、寄せられた情報の中に、 近、融資の申込みに際し、融資申込先の

金融機関等から、「貴社のような業種へは融資をしないよう、金融庁から指導されているので、ご融資

できない。」という対応をされた、といった内容のものがありました。 

金融庁が金融機関に対し、特定業種への融資について、抑制的な指導をすることはありません。貸出

の判断は金融機関が自らの経営方針によって決定すべきことであり、同様に、金融検査が貸出判断に関

与することもありません。 

このような不適切な対応を金融機関から受けた場合には、下記の金融円滑化ホットラインに情報提供

をお願いします。頂いた情報については、検査・監督に活用させていただきます。 

 

名 称：「金融円滑化ホットライン」 

受付時間：平日１０：００～１６：００ 

電話番号：０３－５２５１－７７５５ 

受付内容：銀行、信用金庫、信用組合の融資に関する情報等 

 

※ ご留意事項 

○  ホットラインの利用者の皆様と金融機関との間の個別トラブルにつきましては、お話を伺った

上で、他機関の紹介や論点の整理などのアドバイスは行いますが、あっせん・仲介・調停を行う

ことは出来ませんので、あらかじめご了承ください。 

○  ホットラインへの情報等の提供は、電話にて行っていただきますようお願いします。 

 

※  詳しくは、金融庁ウェブサイトの「報道発表資料」から、「特定業種に対する金融機関の貸出判断

について」（平成20年6月17日）にアクセスしてください。 

 

 

 

 

http://www.fsa.go.jp/haishin/sesc/index.html
http://www.fsa.go.jp/haishin/sesc/en/index.html
http://www.fsa.go.jp/receipt/e_hotline.html
http://www.fsa.go.jp/ordinary/tokutei_notice.html
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○ 金融庁認証局システムの廃止及び政府共用認証局への移行について 

  金融庁では、平成14年度から金融庁認証局の運用を開始し、認証業務を行ってまいりました。 

認証業務とは、国民等と行政機関との間で処分通知等をオンラインでやり取りする際に、例えば処

分権者のなりすまし、内容に改ざんが無いことを証明するもので、具体的には認証局システムを利用し

て官職証明書、サーバ証明書、コード署名証明書等の発行等を行うものです。 

これまで、各府省単位で認証局を設置し認証業務を行ってまいりましたが、「霞が関 WAN 及び政府認

証基盤（共通システム）の 適化計画」に基づき、認証業務の効率化を図るため、政府共用認証局へ集

約・一元化することとし、金融庁においては、平成20年9月11日をもちまして金融庁認証局システム

を 廃 止 し ま し た 。 詳 し く は 、 金 融 庁 認 証 局 の 廃 止 に 関 す る 重 要 な お 知 ら せ

（http://www.fsa.go.jp/common/shinsei/ninsyo/ca/fsa_cpcps.html）をご覧下さい。 

今後、認証業務については政府共用認証局システムを利用して行います。詳しくは、政府認証基盤 

（政府共用認証局）のサイト（http://www.gpki.go.jp/）をご覧下さい。 
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【９月の主な報道発表】 
２日(火) ｱｸｾｽ ・ 中小企業金融の円滑化に向けた今後の対応について 

 ｱｸｾｽ ・ 株式会社ちとせ通商に対する行政処分について（福岡財務支局） 

３日(水) 
ｱｸｾｽ 

・ 「金融商品取引法施行令等の一部を改正する政令」及び「金融商品取引業協会等に関する内

閣府令及び金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令」について 

 
ｱｸｾｽ 

・ 「金融商品取引法等の一部を改正する法律附則第三条第五項の規定による権限の委任に関

する政令」及び「金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令」について

 
ｱｸｾｽ 

・ 金融トラブル連絡調整協議会 苦情・紛争解決支援のモデルに関するワーキンググループの

開催について 

４日(木) 
ｱｸｾｽ 

・ 我が国の預金取扱金融機関のサブプライム関連商品及び証券化商品等の保有額等につい

て 

５日(金) ｱｸｾｽ ・ 平成 20 事務年度 主要行等向け監督方針について 

 ｱｸｾｽ ・ 平成 20 事務年度 中小・地域金融機関向け監督方針について 

 ｱｸｾｽ ・ 平成 20 事務年度 保険会社等向け監督方針について 

 ｱｸｾｽ ・ 平成 20 事務年度 金融商品取引業者等向け監督方針について 

 ｱｸｾｽ ・ プロスペクト・レジデンシャル・アドバイザーズ株式会社に対する行政処分について 

８日(月) ｱｸｾｽ ・ 日本スポーツ券株式会社発行の商品券に係る発行保証金の還付手続きの実施について 

１５日(月) ｱｸｾｽ ・ リーマン･ブラザーズ証券株式会社に対する行政処分について 

 ｱｸｾｽ ・ リーマン･ブラザーズ証券株式会社に対する行政処分について（２） 

１６日(火) ｱｸｾｽ  経営健全化計画の見直しについて 

１９日(金) ｱｸｾｽ ・ 「金融庁の１年（平成 19 事務年度版）」について 

 
ｱｸｾｽ 

・ 「平成 19 年度実績評価書要旨」、「平成 20 年度事業評価書要旨」、及び「平成 20 年度総合

評価書要旨」の公表について 

２４日(水) ｱｸｾｽ ・ 株式会社パンタ・レイ証券に対する行政処分について（近畿財務局） 

２５日(木) 
ｱｸｾｽ 

・ 「銀行法施行令第五条の二第二項第一号に規定する金融機関等を定める件」等の一部を改

正する件等について 

 
ｱｸｾｽ 

・ 「株式会社日本政策金融公庫法等の施行に伴う金融庁関係内閣府令の整備に関する内閣府

令」の施行に伴う財務諸表等規則ガイドラインの一部改正について 

２９日(月) ｱｸｾｽ ・ 銀行の合併について 

３０日(火) ｱｸｾｽ ・ 金融審議会金融分科会第二部会決済に関するワーキング・グループ（第７回）議事次第 

 ｱｸｾｽ ・ 中小企業金融の実態把握について－調査結果の概要－ 

※ ｱｸｾｽ マークのある項目につきましては、 ｱｸｾｽ から公表された内容にアクセスできます。 

 

http://www.fsa.go.jp/news/20/ginkou/20080902-3.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/kinyu/20080902-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/syouken/20080903-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/syouken/20080903-3.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/singi/20080903-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/ginkou/20080904-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/ginkou/20080905-3.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/ginkou/20080905-4.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/hoken/20080905-5.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/syouken/20080905-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/syouken/20080905-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/kinyu/20080908-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/syouken/20080915-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/syouken/20080915-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/ginkou/20080916-1.html
http://www.fsa.go.jp/common/paper/19/index.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/sonota/20080919-3.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/syouken/20080924-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/ginkou/20080925-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/ginkou/20080925-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/ginkou/20080929-1.html
http://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/dai2/siryou/20080929.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/ginkou/20080930-2.html
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